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本検討会において意見交換頂きたいテーマは、以下の通り。

意見交換テーマ（案）

0. 本検討会における意見交換テーマ

 中小企業事業者データについて

 委員の皆さま、オブザーバーの皆さまにご意見を頂きながら、中小企業事業者

データのデータ項目を特定した。今後は事業者データの共有実現に向けて、本

案をベースとして中小企業支援プラットフォームや中小企業事業者データベー

スを検討・整備していきたいと考えるが、留意すべき点など、ご意見はないか

中小企業事業者データの特定

 事務局が提示した論点について

情報共有における論点の体系について、適切な整理がなされているか

想定するデータ利活用シーンを踏まえ、更に追加すべき重要な論点はないか

今後検討していくべき主要論点は何か

情報共有ルールの論点確認
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1. 中小企業事業者データについて

4



© 2018. For information, contact Deloitte Tohmatsu Consulting LLC.

支援策の申請手続きの利便性向上、事業者データを活用した施策立案の実装のために必要な事業者データ項目を特定

し、「中小企業事業者データ」と定義。情報共有ルール整備後、中小企業支援プラットフォームを通じて利活用開始予定。

中小企業事業者データの主な利活用シーンと定義

1. 中小企業事業者データについて

中小企業事業者データの概要

中小企業事業者データ利活用の将来像

データ利活用のサービスモデル・データ共有範囲に合わせて、
情報共有ルールを整備していく必要がある

民間

中小企業支援プラットフォーム

利用者

中企庁 行政機関 金融機関 調査会社

官

データ取得

中小企業など情報提供者

支援機関

データ共有

データ利用

今回の
検討対象

主な利活用シーン

1. ワンスオンリー

各種行政手続きにおいて、
一度入力した事業者情報
の再利用を可能とする

2. リコメンデーション

事業者にとって必要な情
報を特定し、直接事業者
へ適切な情報を届ける

3. データ分析/EBPM等

データ分析/EBPM等に必
要な情報（※）をより効率
的に取得することを可能
とする

（※）ただし、支援事業の固有の
情報は含まない

メリットを
受ける主体

中小企業

小規模事業者

個人事業主等

中小企業

小規模事業者

個人事業主等

中小企業庁

支援機関等

利活用するデータの定義

• 複数、若しくは単一の行政
手続きの中でも幾度も繰り
返し記入されているデータ
項目

• 事業者の個別の事情や状
況に応じた支援施策を提供
するのに必要なデータ項目

• 支援施策を立案・評価・改善
するに当たり、中小企業の
経営状況を把握し、政策評
価・分析を行う際に必要とな
るデータ項目
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各利活用シーンにおいて利用されるデータを中小企業に関連する情報の棚卸し調査の結果を踏まえて検討。検討した

データ項目について関係者ヒアリングを通じて妥当性の確認を行い、最終的な中小企業事業者データ案を特定。

中小企業事業者データの特定プロセス

1. 中小企業事業者データについて
中小企業事業者データの特定プロセス

とりまとめ

既存データの棚卸し調査

主要な政府統計、行政手続き、
国内外の民間調査会社で保
有されている事業者データを
整理

STEP1

ニーズ調査

関係者ヒアリングを通じて、利
活用ニーズのあるデータや
データの利活用シーンについ
て調査・ディスカッションを実施

STEP2

第2回検討会
（本日）

STEP6
データ項目の検討

①ワンスオンリー、②リコメン
デーション、③データ分析
/EBPM等で利用が見込まれる
中小企業事業者データを検討

STEP3

妥当性確認

事務局が検討した中小企業事
業者データの妥当性について、
関係者ヒアリングを通じて確認

STEP4

実現性評価

検討したデータがどの情報
ソースから取得可能なのかを
再整理し、情報共有の実現可
能性を評価

STEP5

<第2回検討会までの作業>〈第1回検討会にてご説明済み〉
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特定されたデータ項目について、想定される情報ソースからその取得・共有の可能性を「A、B、C」の3段階で評価した。

データ取得・共有の実現可能性における3段階評価

1. 中小企業事業者データについて
データ取得・共有の実現可能性の評価

評価 概要

A

 サイトのあり方検討において、法人認証基盤と中小企業支援プラッ
トフォームにて企業から取得することが既に判明している情報

 経済産業省・中小企業庁が所管しているデータ提供サービスで、共
有されることが前提となっている情報

 法人インフォ（経済産業省）など

B
 デスクトップ調査及びアンケート調査の調査対象のうち、中小企業

庁及び経済産業省が所管している統計、行政手続き及びデータ
ベースで収集していることが判明している情報

 中小企業実態基本調査（中小企業庁）

 ものづくり・商業・サービス経営力向上支援事業
（中小企業庁）

 経済センサス（経済産業省）

 中小企業知財金融促進事業（特許庁）

C  デスクトップ調査及びアンケート調査の調査対象のうち、中小企業
庁、経済産業省以外が所管している情報

 中小企業庁・経済産業省以外の行政機関や支援
機関が提供している各種施策への申請手続きな
どから取得した情報

 e-tax

ソース(例)
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中小企業庁及び関係機関を含めて利活用が期待できる事業者データについて、必要となる項目を以下のとおり整理した。

また、財務情報は「中小企業の会計に関する指針」に基づいて選定した。

中小企業事業者データ原案

1. 中小企業事業者データについて
関係機関で共有を目指す「中小企業事業者データ」原案 2018/12時点

利活用目的/説明 具体的な事業者データ項目（案）

事
業
者
向
け

① ワンスオンリーで利用するデータ

現状、複数の行政手続き、あるいは単一の手続きの中でも、幾度も繰
り返し記入されているデータ

法人番号、法人名／屋号（漢字・カナ）、本社所在地、
業種、設立年月日、法人代表者役職、法人代表者氏名、
担当者情報、資本金、売上高、営業利益など

② リコメンデーションで利用するデータ

中小企業支援プラットフォームWEBサイト（新ミラサポ）上で、事業者の
個別の属性や状況に応じた支援情報を提供するのに必要なデータ

小規模事業者フラグ、企業ライフステージ、政策活用実
績、ミラサポ閲覧履歴など

行
政
・
支
援
機
関
向
け

③ データ分析/EBPMで利用するデータ

中小企業庁や中小企業・小規模事業者施策に関係する機関などが、
中小企業・小規模事業者の実態を把握するのに必要なデータであり、
政策評価・分析に用いることができるデータ（その他、上記以外にも利
活用を見込めるデータに関しては③に分類する）

貸借対照表項目、損益計算書項目、製造原価明細書
項目、販売管理費及び一般管理費の明細、融資、仕入
先、協力先、販売先など
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中小企業事業者データに関し、本日意見交換頂きたいテーマは、以下の通り。

意見交換テーマ（案）

1. 中小企業事業者データについて
中小企業事業者データに関する意見交換テーマ

9

 中小企業事業者データについて

 委員の皆さま、オブザーバーの皆さまにご意見を頂きながら、中小企業事業者

データのデータ項目を特定した。今後は事業者データの共有実現に向けて、本

案をベースとして中小企業支援プラットフォームや中小企業事業者データベー

スを検討・整備していきたいと考えるが、留意すべき点など、ご意見はないか

中小企業事業者データの特定

 事務局が提示した論点について

情報共有における論点の体系について、適切な整理がなされているか

想定するデータ利活用シーンを踏まえ、更に追加すべき重要な論点はないか

今後検討していくべき主要論点は何か

情報共有ルールの論点確認

（後述）
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2. 情報共有ルールのあり方の論点確認
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本業務においては事業者データ利活用のガイドラインやサービス規約・ルールを検討する際の上位概念である考え方（あ

り方）を整理する。「考え方」に関わる論点は、既存事例の調査に加え、データ利活用シーンを踏まえ抽出する。

情報共有ルールのあり方の検討ステップ

2. 情報共有ルールのあり方について
情報共有ルールのあり方の検討方針

ガイドライン

本年度

次年度以降

情報共有ルールを策定す
るうえでの基本的な考え方
（論点とその対応方法）

Step2.
データ利活用シーンに関わる論点の抽出

 想定されるデータ利活用シーンを踏ま
え「事前に決定しておくべき事項」を論
点として抽出する

Step1.
既存事例に基づく論点の抽出

 国のガイドラインにおいて、「事前に決
定しておくべき事項」として提示されて
いる情報を論点として抽出する

Step3.
各論点に基づく「考え方」の検討

 情報共有ルールに関する「考え方」とし
て、各論点に対する対応方法を取りま
とめる

既存事例
の論点

データ利活用シーン
に関わる論点

情報共有ルールの
「考え方」

検討ステップ

考え方
（あり方）

ガイドライン

情報共有ルール

規約・ルール

新サービス実現のための
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既存事例に基づく論点とデータ利活用シーンに関わる論点を抽出したうえで、各論点に対する対応の考え方を検討し、こ

れを情報共有における「考え方」として整理する。

情報共有ルールのあり方の検討アプローチの概要

2. 情報共有ルールのあり方について
情報共有ルールのあり方の検討方針

第2回検討会▼

本 日

12

Step2.
データ利活用シーンに関わる論点の抽出

Step1.
既存事例に基づく論点の抽出

情報共有における論点
抽出と体系化

データ利活用シーンの想定
と論点の抽出

Step3.
各論点に基づく「考え方」の検討

「考え方」の整理の
方向性の検討

3‐1

個別論点に対する
対応の考え方の検討

3‐2

情報共有における
「考え方」の整理

3‐3

第3回検討会▼
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後述の既存ガイドラインに記載されている情報共有に関する論点には、①法令への対応が求められる事項、②契約にお

いて事前に決定しておくべき事項、③運用するために事前に決定する必要のある事項の3種が存在する。

既存ガイドラインにおける論点の種類

2. 情報共有ルールのあり方について
Step1.既存事例に基づく論点の抽出

情報共有に関する論点

法 令 契 約 運 用

 国内法
 個人情報保護法制
 不正競争防止法
 著作権法/特許法

 外国法
 越境移転規制/データ・ローカラ

イゼーション規制

 有効期間
 秘密保持
 利用範囲
 瑕疵担保責任
 コスト負担
 利益分配

 データの取得頻度・方法
 管理体制
 要求されるデータの品質

関連する法令 関連する契約条件 関連する運用条件

共通的な論点 個別論点（利活用シーンに応じて異なる論点）
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情報共有における論点の体系化に向けて調査対象としたのは、国の議論の中心となっている①データの利用契約及び②

その他利用ルールについて取りまとめた下記の5種のガイドラインなど（以下、既存ガイドライン）である。

調査対象とした既存ガイドライン

2. 情報共有ルールのあり方について
Step1.既存事例に基づく論点の抽出

データに関する取引の
推進を目的とした
契約ガイドライン

データの利用権限に
関する契約ガイドライン

AI・データの利用に関する
契約ガイドライン

オープンデータ
基本指針

オープンデータ
ガイドライン

デ
ー
タ
の
利
用
ル
ー
ル

そ
の
他

利
用
契
約

デ
ー
タ
の
利
用
契
約

そ
の
他
利
用
ル
ー
ル

 事業者間の契約合意における労力軽減と予期せぬト
ラブルの防止を目的としたガイドライン

 データ取引の際の契約における検討ポイントを提示

 事業者間の取引に関連するデータの利用権限につい
て、契約で適正かつ公平に定めることを目的としたガ
イドライン

 データ利用権限に関する手法や考え方を提示

 データ流通や利用において、一般的に契約で定めて
おくべき事項を整理したガイドライン

 契約条項例や条項作成時の考慮要素などを提示

 国、地方公共団体、事業者が公共データの公開及び
活用に取り組む上での基本指針をまとめたもの

 オープンデータの作成・整形・公開に当たっての留意
事項などを、「利用ルール」と「技術」の2つの観点か
らまとめたガイドライン

調査対象とした既存ガイドライン

集約
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中小企業事業者データに関わるステークホルダーは、データ提供者、プラットフォーム、データ利用者に整理できる。論点

は、ステークホルダー間で取り扱う情報共有の一連の流れ（「取得」「管理」「加工」「提供」）にしたがって整理した。

情報共有における論点整理の観点

2. 情報共有ルールのあり方について
Step1.既存事例に基づく論点の抽出

取 得

管 理

加 工

提 供

プラットフォームにおけるデータ取得時の論点

プラットフォームにおいてデータを管理する際の論点

プラットフォームにおいてデータを加工し二次利用する際の論点

論点整理の観点情報共有の一連の流れ

プラットフォームからデータ利用者にデータを提供する際の論点

データ提供者

プラットフォーム

情報・サービス 情報・サービス

情報・サービス

データ利用者
取

得

管

理

加

工

提

供

15

論点の一覧は「別紙１」参照のこと
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新たに検討すべき論点を抽出するためには、中小企業事業者データの利活用シーンを具体的に想定する必要がある。そ

こで、想定する3つのデータ利活用シーンを具体化した。

データ利活用シーンの実現イメージ

2. 情報共有ルールのあり方について
Step2.データ利活用シーンに関わる論点の抽出

1．ワンスオンリー

各種行政手続きにおいて、一度入力した事
業者情報の再利用を可能とする

2. リコメンデーション

事業者にとって必要な情報を特定し、直接
事業者へ適切な情報を届ける

3. データ分析/EBPM

データ分析/EBPM等に必要な情報（※）を
より効率的に取得することを可能とする

（※）ただし、支援事業の固有の情報は含まない

データ利活用シーン

中小企業等

中小企業庁

支援機関
(中企庁監督系)

中小企業支援プラットフォーム

データ提供者

プラットフォーム

データ利用者

実現イメージ

中小企業

支援機関
(地方自治体監督系)

支援機関
(金融庁等監督系)

支援を申請する際に提供する情報

事業者から申請時に取得した情報、
支援結果の情報、過去の支援履歴等

支援機関中小企業庁

PFに登録した
情報やアクセスログ

ワンスオンリー、リコメンデーション、データ分析/EBPMなど
でデータを利活用

16

想定するデータ利活用シーンを踏まえ、更に追
加すべき重要な論点について本検討会にてご
示唆いただきたい
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「Step3.各論点に基づく考え方の検討」では、想定する3つの利活用シーンを踏まえ、各論点に対応する結論を検討する。

そのうえで、各論点テーマに対する対応の考え方を整理する。

今後の進め方

2. 情報共有ルールのあり方について
Step3.各論点に基づく「考え方」の検討

「考え方」の整理の
方向性の検討

3‐1

個別論点に対する
対応の考え方

の検討

3‐2

情報共有における
「考え方」の整理

3‐3

 どのような軸で「考え方」を整理するのか
を検討する

 想定する3つの利活用シーン（どのデー

タを誰が保有し、どのように利活用する
のか）を踏まえ、各論点テーマの対応の
考え方を検討する

 3-1の方向性を踏まえ、各論点テーマに
対する対応の考え方を取りまとめる

Case2：XXXX

Case1：XXXX

テーマ 論 点 結 論

ワンスオンリー

個人情報保護法制へ
の対応

【取得】取得データに個人
情報は含まれるか

【管理】どの情報を組み合
わせると個人情報になる
か

【提供】誰が利用できるか

・・・

個人事業主から取得する
情報のうちXXは個人情報
となる

組み合わせることによって
個人情報になる情報は存
在しないと考えられる

データを提供した中小企
業のみが取り扱える

・・・

 対応の考え方

 【取得】個人事業主から取得する情報には、個人情報が含まれるため、
事前にXXXについて同意を取得する必要がある。取得する際には、
XXXに留意することが必要となる。

 【管理】XXX

不正競争防止法への
対応

・・・・ ・・・

・・・・ ・・・・ ・・・

アウトプットイメージ（現状案）

・・・・ ・・・・ ・・・
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 中小企業事業者データについて

 委員の皆さま、オブザーバーの皆さまにご意見を頂きながら、中小企業事業者

データのデータ項目を特定した。今後は事業者データの共有実現に向けて、本

案をベースとして中小企業支援プラットフォームや中小企業事業者データベー

スを検討・整備していきたいと考えるが、留意すべき点など、ご意見はないか

中小企業事業者データの特定

 事務局が提示した論点について

情報共有における論点の体系について、適切な整理がなされているか

想定するデータ利活用シーンを踏まえ、更に追加すべき重要な論点はないか

今後検討していくべき主要論点は何か

情報共有ルールの論点確認

情報共有ルールのあり方について、本日意見交換頂きたいテーマは、以下の通り。

意見交換テーマ（案）

2. 情報共有ルールのあり方について
情報共有ルールのあり方に関する意見交換テーマ

（前述）
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3. 第2回検討会後のスケジュール
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第2回検討会後のスケジュールは、以下の通り。

第3回検討会では、本日議論となった情報共有ルールの主要論点について、集中的に議論する。

第2回検討会後のスケジュール

3. 第2回検討会後のスケジュール

中
小
企
業
事
業
者
デ
ー
タ

情
報
共
有
ル
ー
ル
の
あ
り
方

検
討
会
の
テ
ー
マ

第1回 第2回 第3回 第4回

9月28日 12月14日予定 1月中下旬頃予定 2月下旬頃予定

• 中小企業・小規模事業
者のデータ利活用に関
する調査の概要説明

• 検討課題の整理・議論

－ • 情報共有ルールの論点
確認

• 今後検討すべき主要論
点の見極め

• 主要論点の集中的な議
論

• 情報共有ルールのあり
方のとりまとめ

• 今後のアクションの確認

－－• 中小企業事業者データ
の特定
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